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徒に分かりやすく説明するための教材（魚の実物大パネル、レプリカ等）が多く挙げられま
した。
　学校給食における水産物の利用促進においては、このような教育現場特有のニーズに対応
した情報等を十分に提供していくことが重要と考えられます。

コラムコラム

　青森県は、県下の学校給食における県産食材の利用率向上青森県は 県青森県は

を図るため、平成24（2012）年度から、学校給食向けの水

産加工品の開発を支援する事業に取り組んでいます。この事

業では、まず、青森県内の学校給食を提供する全ての施設を

対象に、ニーズを把握するためのアンケート調査を実施した

後、①学校給食に商品を納めている流通業者、②水産加工業

者、③学校栄養士・県庁職員等によるグループを構成し、グ

ループ内での意見交換や試食会を重ねながら、学校給食に適

合する水産加工品を開発しました。試食会の際には、子供が

好む味を理解している学校栄養士から商品の味付け等に関す

る具体的なアドバイスが行われました。商品開発の対象魚種としては、学校給食用の食材として定規

格で大きなロットを揃える必要があることから、青森県に多く水揚げされている、イワシ、サバ、ス

ルメイカの３種類に絞りました。この事業によって開発された商品は、平成25（2013）年４月から

実際に青森県下の小中学校等の給食として提供されています。

　学校給食用の食材の納入に当たっては、衛生面や価格面等の配慮が必要であり、商業的に採算の合

う持続的な取引を行うためには、この点をクリアすることが不可欠です。このためには、水産物の商

品特性や流通・配送の実情を勘案して、安定的に供給できる商品を厳選することが重要と考えられま

す。例えば、八丈島漁協女性部では地元産のトビウオやムロアジを都内約1,900校と取引のある（公財）

東京都学校給食会に納入していますが、商品アイテムを大量加工と冷凍保存が可能なミンチ製品に限

定することで、安定的な取引関係を維持しています。

学校給食における水産食材の利用促進の課題

新たに開発された水産加工品を給食で提
供（青森県三沢市内の小学校）

図Ⅰ－４－１　学校給食における魚介類及び水産加工品を使った献立の出現頻度と今後の意向

資料：水産庁「学校給食における水産物利用状況アンケート調査」（（公社）全国学校栄養士協議会の協力により、平成24（2012）年８月に実施、
全国の栄養教諭・学校栄養士の中から都道府県ごとに原則10名をサンプルとして抽出し、回答を得た449名分を集計）

〈現状〉（有効回答数：449） 〈意向〉（有効回答数：447）

週４回（1.1％）
ほとんどなし（0.7％）

週５回（0.2％）

増やす予定がある（11.9％）

増やす必要はないと思う（14.1％）


